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エネルギー基本計画の策定に向けた意見 

 

 気候変動はすでに生態系、人々の生計に影響を及ぼしています。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

が 2018 年度にまとめた「1.5℃特別報告書」では、パリ協定で目標を超えて追求された、地球温暖化を

1.5℃に抑制することは不可能ではないと提起しています。 

 日本では 2020年 12月に菅首相の「2050年カーボンニュートラル」宣言を受け、エネルギー基本計画

の策定は重要課題になると考えます。事業者と消費者がともに目標に向けた歩みを進めることが必要で

す。 

 第 6次エネルギー基本計画の策定にあたり、消費者団体として以下の意見を申し述べます。 

 

１．省エネルギー推進のための施策を強化し、エネルギー使用量の大幅削減をめざす計画を求めます。 

 近年の日本国内のエネルギー消費は人口減もあって低減してきています。また、コロナ禍により人や

物の移動が抑制された経験を踏まえれば、将来的にもコロナ以前のような規模で人・物流の移動は行わ

れなくなると想定されます。エネルギー計画の策定にあたっては、大幅な使用量の削減を念頭にした施

策を盛り込むことを求めます。産業界へは一層の省エネルギー化を促進する施策の追加、消費者へは電

力・エネルギーに関する情報提供を行い、省エネルギーの取組みについての理解と消費行動変化を促し

てください。消費者が参加できるデマンドレスポンスなどの仕組み導入も検討すべきです。 

 

２．再生可能エネルギーの導入を最大限活用するための施策を実施し、2030 年までに電力の 50％以上

の導入をめざし主力電源化を求めます。 

 太陽光発電の活用を進めるために発電設備や配送電設備の拡充など事業者への支援を進めるとともに、

風力・水力・地熱・バイオマスなどの多様な再生可能エネルギーを大量導入できるようにする施策が必要

です。再生可能エネルギーの普及・拡大は、エネルギー自給率向上や将来的な発電コストの低減、化石燃

料輸送費用の削減などコスト面でのメリットも追求できます。また、地域分散型のエネルギー開発も進

めてください。 

IPCC「1.5℃特別報告書」では、地球温暖化 1.5℃抑制をするシナリオとして、2030年の時点で世界の

電力の 48％から 60％を再生可能エネルギーで供給することを想定しています。これに対し、政府が昨年

12 月 25 日に公表した「グリーン成長戦略」での 2050 年における電源構成比率案（参考値）は、「自然

エネルギー5～6 割、原子力と火力で 3～4 割、水素とアンモニアで 1 割」となっており、国際的にみれ

ば再生可能エネルギーの占める割合は 20年遅い目標であると考えます。 

 

３．脱炭素化の取組みを強化する経済的な施策および電源開発を求めます。 



 脱炭素化を促進するために、カーボンプライシングなどの経済的手法を積極的に採用すべきです。環

境に関わる税制の見直し、温室効果ガスを排出しない商品やサービスの開発・普及を促進し、消費者が利

用しやすい環境整備を求めます。なお、制度設計にあたっては透明性を確保することが必要です。 

また、石炭火力発電は大量の窒素酸化物(NOx)と二酸化炭素(CO2)を排出します。「グリーン成長戦略」

では、石炭火力発電にアンモニア混焼普及などの取組みを示唆していますが、脱炭素化を加速するには

障害となることが予想されます。世界的には石炭火力発電等への投資撤退が進んでいることから石炭火

力発電所の新設を停止し、フェーズアウトする計画を立てるべきです。また、海外への技術支援に基づく

石炭火力発電所の建設もやめるべきです。石炭火力発電の代替電源として、天然ガス、グリーン水素（脱

CO2）、アンモニア（専焼）の利活用に向け、これらの技術開発を促進させていくべきです。 

 

４．原子力発電の目標を見直し、「2030年代の原発稼働ゼロ」に向けた工程計画を求めます。 

 「グリーン成長戦略」では、原子力発電の小型炉（SMR）、高温ガス炉とも 2030 年から 2050 年にか

けて販路拡大を続ける内容となっています。国内では福島原発の廃炉作業が計画通り進んでおらず、廃

炉費用の電気料金加算（託送料金）も行われており、コスト的にも国民負担が増加しています。また 2030

年から 2050 年の間に稼働年数 40年を迎える既存原発が多くあり、原発の再稼働にも国民の理解が得ら

れているとは言えない現状があります。今後は原発の新設計画を取りやめ、フェーズアウトする計画を

立てるべきです。 

 

５．消費者の選択によって脱炭素、再生可能エネルギー導入を推進する仕組みの強化を求めます。 

 小売電気事業者ごとの電源構成開示の義務化やカーボンプライシングなどの施策によって、消費者が

温室効果ガス排出ゼロ、再生可能エネルギー利用促進に向けた脱炭素型の商品・サービスを選択できる

ようにすることが必要です。特に電力においては、再生可能エネルギーの発電、取引を行う新電力事業者

への支援を進め、電力の自由化推進と消費者の選択肢を増やすことを求めます。 

 

６．次世代消費者のエネルギー基本計画への論議や実行参画を求めます。 

 第 5 次エネルギー基本計画には国のみがエネルギー基本計画の責任を負うべきではなく、さまざまな

主体がエネルギー政策に関与することが明記されています。第 6次エネルギー基本計画の策定にあたり、

消費者が策定論議に参加、提言できるよう、論議予定や経過を明らかにするとともに、意見交換会などの

場を設けることを求めます。特に、2050年代を担う若い世代の論議への参画を保証すべきです。 

 

以上 

 


